
大阪市における取組み概要

大阪府 大阪市概要（令和6年時点）

面積：223k㎡ 人口：279万人 子育て世帯訪問支援事業利用家庭数：81家庭（令和5年10月～令和6年3月）

令和5年10月より事業開始

各区保健福祉センターが、対象家庭の同意を得る

支援内容

・家事支援（食事の準備・後片付け、洗濯、掃除・買い物の代行支援等）

・育児支援（授乳・離乳食の介助、おむつ交換、沐浴介助、保育所等の送迎支援等）

※日常的に行う必要がある家事・育児支援のみ

支援頻度

・１週間に２時間以内

・支援期間は原則３か月とする

利用者負担

訪問支援員を派遣しやすいように、自己負担なし

事業概要

■24区に保健福祉センターを設置

→地域の特性に応じた施策を独自に実施

（こども家庭センターを24区で運営）

此花区

住之江区

北区

平野区

港区

淀川区

西淀川区

大正区

東淀川区

旭区

住吉区

中央区

城東区

生野区

鶴見区

西区

東住吉区

西成区

都島区

東成区

福島区

阿倍野区

浪速区天王寺区

1



事業の運用

受託事業者

訪問支援事業者はサービス提供可能な区域を指定して応募

研修

市で全業者に対して一括で実施。

連絡体制

各事業者に対して事業者情報を提供してもらい、各区に共有している。

区担当者はその内容を参考に事業者に訪問支援の依頼を行う。

受託後は区担当者と事業責任者との間で連絡調整を行う。

訪問支援員 （市内全 41 事業者）

自治体 利用家庭
相談

ヒアリング・
課題の把握

日程等の調整
・手配

報告・請求 訪問

支援対象者と信頼関係を築く

支援対象者との間で信頼関係を築き、良好な関係 を維持しておく。

支援対象者の情報収集と支援メニューの検討

支援対象者からの相談や関係機関からの周辺情報を収集し、

支援対象者の困り事を把握 したうえで、導入できそうな

支援メニューを検討しておく。

機会を見つけて、支援対象者にメリットを伝える

支援できる内容や利用の仕方などを説明しながら、

利用者側の困り事が解消されるメリットも伝えておく。
  

【受け入れられやすいタイミング】

●支援対象者の困り事が、通常よりも増大した場合（無理強いはしない）

●家庭状況や環境に変化があった場合

●新たな困り事が発生した場合

関係機関とも連携する

保育所や学校等の協力を得ながら支援対象者に対して本事業を利用することの

メリットを伝えてもらう。

利用に消極的な方へのアプローチ方法
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家庭の状況が好転した事例

虐待が確認された場合は、主に母親の家事・育児負担を軽減することを目的に、

「家事・育児訪問支援事業」の利用により訪問支援員の派遣ができる事を提案している。

親の精神的な不安・負担を取り除くことが目的 であることを説明することで、比較的スムーズに受け入れられている。

虐待通告があった世帯に対して支援に入ることができたケース

寄付物品（肌着の配付）の配付をきっかけに家庭訪問を行い、母親に「家事・育児訪問支援事業」を利用すれば、

訪問支援員が派遣できることを説明し、支援につなげることができた。最初は拒否的であったが、支援に入り、

母親の家事負担が軽減されたことで、母親が精神的に安定し養育環境を整えることができている。

他の事業をきっかけに当事業を案内、効果を感じてもらうことで継続的な支援ができている。

当初は訪問支援員の派遣を拒否していたが、訪問支援員を派遣することで、母親及び児童の家事負担が軽減できることを説明し、

支援を導入した。訪問支援員が派遣され、家庭内の養育環境が改善されることで、支援を受け入れられるようになったため、

子育て世帯訪問支援事業は終了し、障がい福祉サービスの利用に移行 することができた。

ネグレクトの多子世帯に対して支援に入ることができたケース

児童が一時保護された後に、家庭に戻ってきた母子世帯に対して支援に入ることができたケース
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オンライン自治体説明会で寄せられた質問

令和６年９月17日 実施

昨年度の利用実績を教えてください。また、その中で需要の高い支援内容は何でしょうか。

令和５年度10月～３月の実支援世帯数は81世帯です。

令和５年10月～令和６年10月までの実績では、「居室等の掃除・整理整頓」が最も多くなっています。

Q

A

ファミリー・サポート・センター事業でも、対応可能な支援において事業間の棲み分けや役割分担の考え方を教えてください。

本事業は希望者が申請するものではなく、区保健福祉センター所長が支援対象者を決定するため、

誰もが利用できる支援ではありません。本事業の活用を契機に、既存の福祉サービスに繋げることも目的の一つとしており、

ファミリー・サポート・センター事業の利用ができている世帯であれば本事業の支援対象には該当しないと考えています。

Q

A

一時的な支援で改善が見られない場合の対応をどのように考えて運用されているのか教えてください。

（ネグレクト・ヤングケアラーなどの場合や、他の障がいや介護サービスを利用しているようなケース）

本事業は障がいサービス等の既存サービスを利用するまでのつなぎ支援としています。ただし、３か月で既存サービスに

つながらない場合で、やむを得ず継続支援が必要と判断する場合は支援期間を延長することは可能としています。

Q

A
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オンライン自治体説明会で寄せられた質問

令和６年９月17日 実施

対象世帯は対応が難しい世帯が多く、民間事業者で対応が可能なのか不安です。大阪市さんは事業者募集の際に

事業説明を実施していますが、どのような説明をしていますか。

事業説明会では、改正児童福祉法による本事業の趣旨や実施に至った背景、事業スキーム、

要保護児童対策地域協議会の役割や関係性も説明しています。

Q

A

本事業を終了するタイミングはどのように決定されているのですか？

本事業は家事・育児の負担軽減による虐待リスクの未然防止や、既存の福祉サービスに繋げることを目的としており、

対象家庭ごとに作成する支援計画において中長期的な目標を立てていることから、それらを踏まえて事業終了の判断を

個別に行っています。

Q

A

保護者が不在の場合の訪問について、どのような取り決めをしていますか。

（何人訪問するか、単価、時間、子供の年齢の制限など）また、トラブルがないか。

保護者不在時には支援に入りません。ただし、保育所送迎については保護者と訪問事業者が合意し、

区保健福祉センターが必要と判断した場合に限り、保護者が付き添わなくても送迎可としています。

Q

A
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